


運営

高度な医療の提供・中央診療施設の集約化
新しい中央診療棟の開院（2021 年 1 月 4 日）
～手術室・放射線治療・救命救急機能の拡充整備～

千葉大学医学部附属病院

�‹�l�q	Ä�`�X/£　千葉大学医学部附属病院　https://www.ho.chiba-u.ac.jp

高度医療の実績
年間手術件数 10,000 件への対応、先端医療機器

の導入および最も高度な医療を提供するという大学
病院の使命を果たすことを目的とした新たな中央診
療棟は 2020 年 9 月末に竣工し、2021 年 1 月 4 日に
開院した。手術室を 17 室から 20 室に増やし、ロボッ
ト支援手術を含めた低侵襲手術など高度な外科手術
の需要拡大に備えるとともに、眼科手術や内視鏡手
術など外来日帰り手術にも対応できる。

また、国内初となる最先端の MR リニアックの
導入（2021 年 5 月予定）、画像診断装置の大幅な増設、
最新鋭の滅菌装置や日本初の 3 層立体倉庫を導入し
た。さらに、ICU や救命救急センターも新しい中
央診療棟に移り、これまで以上に先進的な医療の提
供が可能となり最高の高度医療の提供が実現可能と
なる。

中央診療部門の整備拡充
先進医療に対応した医療機器の使用が可能な高機

能の手術室不足、また、既存建物の放射線治療部門
では面積と強度が不足しており、機器拡充には新た
な施設の建設が喫緊の重要課題であった。

2015 年の外来診療棟開院により、旧外来ホール
棟を取り壊し、分散していた中央診療機能を集約し
拡充整備することが可能となった。

屋上ヘリポート　※ 11 トンのヘリの離発着が可能
 6F　ICU・CCU（18 床）
 5F　病理部
 4F　手術部（11 室）
 3F　手術部（9 室）　※ハイブリッド手術室 1 室
 2F　材料部、輸血・細胞療法部
 1F　救命救急センター（8 床）
B1F　放射線部（CT・MRI）
B2F　放射線部（透視・血管撮影）
B3F　放射線部（RI、リニアック）

【立体倉庫】
滅菌・洗浄の機器をバーコードで品質管理

【放射線機器】
最新機器の導入による機能強化

【救命救急センターの充実】
救命救急センター 8 床、ICU18 床

【手術室】
17 室→ 20 室：手術件数 10,000件/年
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運営

手術件数リミテージ解消に向けた検討
近年、da Vinci 手術の保険適用の拡大及び臓器移

植術等の長時間手術の増加等もあり、本院の中央手
術室における手術件数は 11,000 件程度でほぼリミ
テージの状況にある。このような中、眼科より中央
手術室の手術件数リミテージの解消、眼科手術医療
の進歩を背景とし、中央手術室で実施する局所麻酔
手術及び外来の日帰り手術を局所麻酔専用手術室

（以下、デイサージャリー室）に集約し、効率化を
図るプランが提案された。

経営戦略会議で検討の結果、中央手術室における
外科系手術の増加による附属病院収入増に寄与する
ことから、手術部長を座長とする「局所麻酔手術専
用デイサージャリー室設置に向けた検討 WG」を設
置した。

DS室による日帰り手術 500件を目標
眼科手術は年間 2,000 件を超え、そのうち全身麻

酔手術が 1 割、その他は全て局所麻酔手術であり、
デイサ―ジャリー室開設に伴い、入院手術の減少が
懸念されたが、本院の眼科患者は高齢者や重症患者
も多く、入院手術 2,000 件を維持した上で日帰り手
術 500 件増を目標に掲げた。

病棟内を有効活用し、DS手術台 2台を設置
当初、外来手術室 2 部屋を改修する計画で議論が

開始されたが、外来手術室の狭小性や入院手術患者
の動線等を考慮した結果、年間 2,000 件を超える眼
科手術としての使用は不適切と判断された。

その後、院内で改めて検討した結果、入院棟の
ICU2 内の倉庫（旧手術室 15 号室）を候補場所とし、
①一部屋に眼科手術台 2 台を設置、②中診棟にある
手術部と近く、患者急変時の麻酔科・ICU 医師の
支援を受けやすい、③受付・待合室、診察室、リカ
バリー室等の設置を主なコンセプトとして、病室の
一部改修工事を実施し、関係者の協力を得て、デイ
サージャリー室の開設に向けた準備に着手した。

跡地を全麻室に改修、手術機能強化へ
当初は 2020 年 6 月の開設で計画が進められたが、

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で改修工事等
の停止等もあり、当初計画から 2 カ月遅れとなる 8
月 3 日からデイサージャリー室の稼働を開始した。
同室開設後、中央手術室（旧 2･3 号室）の改修（全
身麻酔手術室への切替）を実施し、手術支援ロボッ
ト da Vinci の 2 台目を導入、2021 年 1 月より運用
を開始したところ。

新型コロナウイルス感染症の影響により、病院運
営は非常に厳しい状況にあるが、その中でもデイ
サージャリー室の開設及び新たな外科系手術室の増
室で工夫を図りながら、手術運営の機能強化に繋が
る成果が得られた。

東京大学医学部附属病院

手術運営の機能強化への取組
眼科局所麻酔手術専用のデイサージャリー室 

（DS 室）を開設

図 1　DS 受付

図 2　診療室 図 3　手術室
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信州大学医学部附属病院

働き方改革に伴う体制の整備と業務効率化
RPA 推進体制の強化と Covid-19 対応

RPA推進体制の組織化と体制強化
2018 年 度 よ り 継 続 し て い る RPA（Robotic 

Process Automation）の活用・推進のため、2020
年 5 月に RPA 推進室（以下「推進室」とする。）
を設置し、体制を整備した（図表 1）。

推進室は、RPA にとどまらず「業務の自動化」
に向けて業務そのものを見直し「標準化・平準化す
る」ことで、「デジタルトランスフォーメーション

（DX）の実現を目指す」ことを目的としている。

2020 年度の具体的な活動
～Covid-19 への対応～

年初から続く新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により、事務においても業務負荷が大きくなって
いることから、推進室では、この解消に向けて重点
的に取り組むこととした。その中でも、特に効果が
著しかったのが HER-SYS 自動入力（図表 2）である。

HER-SYS とは、保健所等の行政と医療機関が感
染者等の情報共有・把握の迅速化を図るため導入さ
れたシステムである。

RPA 活用前は、臨床検査技師が検査部門システ
ムへ入力しつつ、HER-SYS 入力用データも作成し、
そのデータをもとに総務課が HER-SYS へ入力する
といった「入力業務の多重化」が発生していた。

そこで、業務フロー全体を見直し、臨床検査技師
が入力したデータを総務課がデータウェアハウス

（以下「DWH」とする。）から取得することで、臨
床検査技師のデータ送信業務を軽減し、DWH から
取得したデータを RPA により HER-SYS へ転記す
ることで「入力業務の多重化」を解消した。

その結果、大幅な省力化と誤転記の無い業務を実
現するとともに、労働時間として、年間 244 時間程
度の削減効果が得られた。また、臨床検査技師の事
務作業軽減により検査業務への注力が期待でき、医
療職から事務職へのタスクシフティングの好事例と
なった。

まとめ
2020 年度は HER-SYS 自動入力のほか、新型コロ

ナウイルス感染症に関連した 2 つの業務と、その他
の 3 つの業務に RPA の適用を拡大した。

その結果、2020 年度中において、2,047 時間の労
働時間の削減効果を得た。

2021 年度は全学的に RPA の活用・推進を進め、
大学本部と連携して業務の適用拡大を図り、大学全
体として、業務の効率化と労働生産性を向上させる
取り組みとして活動を強化していく。 運 

営
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病院経営の安定化に向けて
地域医療構想による病床数削減、医師の働き方改

革が政策でうたわれている。また、医療の進歩に伴
い医療コストが増加する中、国立大学病院をとりま
く財政的状況は年々厳しさを増してきており、時代
の要請に応えつつ今後も健全な経営を維持するには、
更なる経営努力が必要である。

本院では 2020 年から中長期的な医療機器等設備
更新計画に基づく収支シミュレーションを策定し、
経営改善に繋げる取り組みを行っている。

収支シミュレーションの作成
収支シミュレーションの策定に当たり、設備整備

方針の明文化を 2019 年度に行った。この中で「病
院全体で利用する共通設備」について定義し、共通
設備整備計画を策定することとした。
・医療機器等設備整備方針の検討・策定
・医療機器等の更新サイクルの検討

2020 年度は、医療機器等設備を共通設備・その
他設備に区分した上で更新計画を策定、更に更新計
画と附属病院収入の分析結果を踏まえた収支シミュ
レーションを作成した。
・共通設備整備、医療機器等設備更新計画の策定
・成長率を想定した収支シミュレーションの作成
・健全経営を維持可能な成長率、更新計画の検討

 （図 2）

収支シミュレーション作成による効果
各年度の設備整備必要額が把握できるため、予算

及び医療機器の状況を踏まえた全体的なコントロー
ルを行うことが可能となる。

また、収支シミュレーションの形で院内主要会議
に示したことで、健全な経営を維持するために必要
な成長率が明確となり、経営に対する共通理解を深
める事が出来た。収支シミュレーションは計画どお
り更新を行う場合に必要な成長率の根拠資料となり、
今後の経営方針を定める際の基礎資料として活用で
きる。 （図 1）

福井大学医学部附属病院

将来を見据えて！ 
健全な経営を維持するための取り組み
中長期的な医療機器等設備更新計画と 
収支シミュレーション作成の取り組み

図 1

図 2
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琉球大学病院

歯科口腔外科と他科の連携体制構築について
歯科口腔外科、耳鼻咽喉科、形成外科にまたがる疾
患に連携して対応できる診療業務改善への取り組み

歯科

多くの診療科において他科と競合する境界領域が
存在する。特に、琉球大学病院の中で歯科との境界
領域が問題となるのは耳鼻咽喉科と形成外科である。
耳鼻咽喉科では口腔癌、嚥下障害、形成外科では口
唇裂口蓋裂などが、歯科の診療科である口腔外科と
の間での境界領域の疾患に相当する。しかしながら、
これらの診療科間、部門間、職種間で連携や統一が
取れていない状態にあることが多く、しかもこの問
題に正面から取り組んできた施設は少ない。患者の
立場に立った安心・安全で質の高い医療を実現する
ためには、診療範囲の明確化を行うとともに、それ
に従って職種や診療科、部門を超えた連携が必要で
ある。全ての病院にとって、多職種の共同作業であ
る医療提供においては、職種間の作業内容の整理が
必須であり、これらの整備により医療の質向上を図
る必要がある。琉球大学病院では以上の背景を踏ま
えて、以下の取り組みを行ってきた。

口腔悪性腫瘍診療における耳鼻咽喉科、形成外
科、歯科口腔外科の連携構築

口腔悪性腫瘍診療には、腫瘍の口腔領域外への進
展に加えて全身的な合併症や、抗癌剤の副作用への
対応等に体系的な医学知識が必要である。さらに、
それぞれの診療科の業務内容は重複しないほうが効
率的であることから、3 科合同のカンファレンスを
毎週開催し、役割分担を明確にし、チームで意思統
一し、協働しながら、各々の技術を十分に発揮でき
る体制を構築した。これにより、口腔腫瘍の治療は、
耳鼻咽喉・頭頸部外科が主に悪性疾患の手術、周術
期管理を行い、形成外科は腫瘍切除部位の再建を行
い、歯科口腔外科は良性疾患の手術、頭頸部癌患者
に対する口腔管理、歯牙顎欠損部分のインプラント
や顎補綴、放射線性齲蝕や真菌性舌炎の予防と治療
を行うというように業務内容を分担し、また必要に
応じて協働して診療を行う体制を構築した。

もっと詳しく▶　琉球大学　歯科口腔外科　http://www.ryukyu-oms.jp/index.jsp

口唇裂口蓋裂診療における耳鼻咽喉科、形成外科、
歯科口腔外科を中心とした多職種での取り組み

口唇裂口蓋裂児が心身ともに健全な状態で社会生
活を営むためには、出生直後から成人に達するまで
に審美障害のみならず哺乳障害、発音・構音障害、
不正咬合、さらに心理的問題など多岐にわたる問題
点の治療が必要となる。これらの問題点に対する治
療を円滑に行い、所期の目的を達するには、多岐に
わたる問題点の原因や対策を考え、円滑なチーム
ワークに基づく一貫治療が不可欠である。琉球大学
病院口唇裂口蓋裂センターを、形成外科、耳鼻咽喉
科、小児科、産婦人科の医師ならびに歯科医師（歯
科口腔外科医や矯正歯科医、言語聴覚士）、病棟看
護師で新たに構成し、口唇裂口蓋裂の患者さんが抱
えるさまざまな問題について、哺乳、手術、ことば、
咬み合わせの治療など各科・多職種が協力して一貫
治療を行う体制を構築した。

嚥下障害診療における多職種での取り組み
嚥下障害は口腔準備期、口腔期、咽頭期、食道期

がシームレスに移行する一連の運動により成り立っ
ている。よって、嚥下障害に対しては、耳鼻咽喉科、
リハビリテーション科および歯科口腔外科が連携し
ながら対応することが必要であるが、これまで連携
は必ずしも十分に取れていなかった。嚥下障害に対
して原因診断、病態評価を行ったのち、経口摂取の
可否の判断や安全な食形態の選択、代替栄養法の適
応判断、嚥下訓練や外科的治療の手技選択など、一
連の対応を適切かつ円滑に行うため、琉球大学病院
ではリハビリテーション科、耳鼻咽喉科医師、歯科
医師、看護師、言語聴覚士、管理栄養士、理学療法
士、歯科衛生士でチームを形成し、毎週、カンファ
レンスとラウンドを行うことにより、嚥下診療連携
体制構築と役割分担に関して意識統一を図った。こ
れにより、琉球大学病院での嚥下障害診療の提供が
推進され、嚥下障害患者の健康寿命の延伸、経口摂
取の回復が期待される。 歯 
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